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誓約書
令和　　年　　月　　日　


秋田県知事　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　



　旧福祉相談センター等の利活用に係る公募型プロポーザルについて、関係書類を添えて次のとおり申込します。


　次の資格要件を全て満たし、虚偽がないことを誓約します。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する団体でないこと。
（２）秋田県税、法人税又は消費税及び地方消費税を滞納している団体でないこと。
（３）秋田県から入札参加資格制限、指名停止又は指名差し控えの措置を受けている団体に該当しないこと。
（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て若しくは民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て（これらの手続開始の決定を受けている者を除く。）又は破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている団体でないこと。
（５）役員又は申請の委任を受けた使用人のうちに秋田県暴力団排除条例（平成23年条例第29号）第２条に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団と密接な関係を有する者を含む団体に該当しないこと。

　＜本件にかかる連絡先＞
	所属
	

	担当者の役職･氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	



※複数の事業者で応募する場合は、すべての事業者が本様式を提出してください。
